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ブルガリア月報【２０１5 年2 月】

平成２７年３月

在ブルガリア日本国大使館

概観

【政治・社会】

・１６日，クリムキン・ウクライナ外相がブルガリアを公式訪問し，ミトフ外相，ボリソフ首相及

びツァチェヴァ国民議会議長とそれぞれ会談を行った。

・２５日，国民議会は，最大８０億ユーロ（約１６０億レヴァ）の国債発行に関する４つの外資系

銀行との３件の契約を承認した。



【経 済】

・１３日発表の国家統計局のデータによると，季節調整後の２０１４年第４四半期のＧＤＰ成長率

は前年同期比で１．２％，前期比０．３％となった。

・１６日発表のブルガリア中央銀行のデータによると，２０１４年の外国直接投資は１１．８億ユ

ーロとなり，前年比７．３％の減少となった。

・２６日，国民議会においてエネルギー法改正案が可決された。

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

政治・社会

１．内政

（１）政府の動き

◆政権発足後１００日の実績報告

１３日，政府閣僚は政権発足後１００日の実績

報告を行い，自らの実績について肯定的に評価し

た。バチヴァロヴァ連立政策・国家行政担当副首

相は，これまでの政府の仕事を肯定的に評価し，

司法，内務省，保健，教育，エネルギー等の分野

で幅広い改革が開始された，改革の目的は国民の

福利を高めることである，と述べた。クネヴァ欧

州政策・機関担当副首相は，政権発足後の１００

日は良いスタートとなったが，シェンゲン加入，

２０１８年のＥＵ議長国準備，汚職対策等の優先

事項を達成するため引き続き働くことが自身の目

標である，と述べた。

◆プレヴネリエフ大統領による議会政党との

協議月間

２３日，プレヴネリエフ大統領は，恒例となっ

ている議会政党との協議月間を開始した。今回の

政党協議では，義務的投票，多数代表制，電子投

票の３つの選挙制度改革に関する国民投票につい

て議論が行われる。

同２３日，同大統領は「ブルガリアの復興のた

めのオルターナティブ（ＡＢＲ）」と協議を行った。

ＡＢＲのボリスラフ・ボリソフ院内総務は，選挙

制度に関する国民投票を地方選挙と同時に実施す

るとの同大統領の提案を支持する考えを表明した。

また，ＡＢＲは義務的投票について支持する一方，

電子投票については機械投票の導入が先であると

した。また，ボリソフ院内総務は，比例代表制と

多数代表制で半数ずつ選出する制度を導入するこ

とは可能である，と述べた。また，同大統領とＡ

ＢＲは，憲法改正による大統領の権限強化につい

て意見が一致した。

２４日，同大統領は愛国戦線（ＰＦ）と協議を

行った。シメオノフ共同院内総務とカラカチャノ
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フ共同院内総務は他の用務のため出席しなかった。

協議では，ＰＦは今秋に予定されている地方選挙

での義務的投票の導入に賛成する一方，多数代表

制と電子投票の導入には慎重であることが明らか

となった。

同２４日，同大統領は「ブルガリア民主センタ

ー（ＢＤＣ）」とも協議を行った。タンチェフ共同

院内総務は，国民投票のための法改正に関する議

論の開始を提案した。なお，協議が予定されてい

たアタッカは同大統領との協議を拒否した。

◆最大８０億ユーロの国債発行に関する契約

の承認

２５日，国民議会は，最大８０億ユーロ（約１

６０億レヴァ）の国債発行に関する４つの外資系

銀行との３件の契約を承認した。第一読会では賛

成１６１票（「ブルガリアの欧州における発展のた

めの市民（ＧＥＲＢ）」，改革派ブロック（ＲＢ），

ＡＢＲ，「権利と自由のための運動（ＭＲＦ）」，Ｂ

ＤＣ）），反対５０票（主に「ブルガリア社会党（Ｂ

ＳＰ）」，アタッカ），棄権１２（ＰＦ），第二読会

では賛成１５９票，反対４８票，棄権１１票だっ

た。

ＡＢＲ，ＭＲＦ及びＢＤＣは，少なくとも２０

億レヴァ分は国債を発行する予定はないとのゴラ

ノフ財務相の約束により条件が満たされたとして，

事前に表明していた方針を変更して本契約の承認

に賛成した。

６日に署名された本契約に基づき，４銀行は最

大８０億ユーロ，最大満期３０年，最高利率１０％

の国債を発行するブルガリア・グローバル中期プ

ログラム（ＧＭＴＮ）の実行を仲介する。本プロ

グラムの対象期間は２０１５－２０１７年の３年

間であり，新規国債発行の目的は本期間中に満期

となる既存国債の償還及び財政赤字の補填である。

なお，本契約の承認に関する議論は１９日開催

の国民議会の決定により延期されていた。連立パ

ートナーであるＡＢＲ及びＰＦが新たな国債の発

行に反対し，ＰＦのシメオノフ共同党首は，新た

な国債の必要性を明確にするには時間が必要であ

るとして議論の延期を発議し，賛成１１５票，反

対５９票，棄権２により議論の延期が決定された。

ＢＳＰ及びＭＲＦは議論の延期に反対した。

ボリソフ首相は，国民議会が１６０億レヴァの

新たな国債の発行を承認しなければ，内閣総辞職

を申し出るつもりであり，その時は他の政党が年

末までに６０億レヴァを工面することになるかも

しれない，と述べた。同首相は，ＡＢＲとＰＦが

新たな国債を支持しないのであれば，資金不足の

ため（既存国債の）償還ができず，国家は破産す

るだろう，と述べていた。

（２）国民議会の動き

◆国民議会新副議長にＡＢＲのツォツェフ議

員が選出

１８日，ＡＢＲのキリル・ツォツェフ議員が国

民議会の新副議長に選出された。同議員は，１月

２６日に逝去したＡＢＲのヤナキエヴァ副議長の

後任として選出された。ツォツェフ新副議長はロ

ヴェチ選出の議員であり，ＡＢＲ議会会派の副院

内総務である。

（３）政党の動き

◆ＡＢＲパルヴァノフ党首の辞意表明

２６日，ＡＢＲのパルヴァノフ党首は，テレビ

インタビューにおいて，ＡＢＲの議会会派が２５

日の国民議会で８０億ユーロの国債発行に関する

契約を支持したことを受け，党首を辞任する意向

を表明した。同党首は，ＡＢＲは立場を変えてし

まった，投票者に謝罪したいと述べ，３月６日の

全国党大会で辞表を出す予定であると述べた。こ

れに対し，ＡＢＲの副党首であるカルフィン副首

相は，自分は党首になるつもりはない，パルヴァ

ノフ党首に続投して欲しい，と述べた。

（４）その他

◆ＮＡＴＯ国防相会合：ブルガリアを含む６

ヶ国に指揮命令部隊の設置決定

５日，ネンチェフ国防相は，ブリュッセルで開

催されたＮＡＴＯ国防相会合に出席した。同会合
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では，ウクライナ危機に対応しＮＡＴＯが東欧に

おけるプレゼンスを強化することが決定された。

即応行動計画に関する国防相声明において，ブル

ガリア，エストニア，ラトビア，リトアニア，ポ

ーランド，ルーマニアの６ヶ国にＮＡＴＯ指揮命

令部隊を設置することが決定された。これらの部

隊の調整センターはポーランドのシュチェチンに

置かれる予定である。また，同会合では５千人の

兵士による高度即応統合任務部隊及び３万人のＮ

ＡＴＯ即応部隊を設置することも決定された。

◆ＧＥＲＢツヴェタノフ副党首に実刑判決

９日，ソフィア控訴裁判所はＧＥＲＢのツヴェ

タノフ副党首に対し，４年の実刑判決を言い渡し

た。ツヴェタノフ副党首は第一次ボリソフ政権（２

００９－２０１３年）の内相時代に，ヴェリコ・

タルノヴォ地方警察の組織犯罪対策局長に対する

特別捜査手段の使用を阻止した罪で起訴されてい

た。なお，本判決は最高破棄院に上訴することが

できる。

◆ＥＵ７ヶ国大使によるＣＶＭ報告書に関す

る共同声明の発表

１７日，ブルガリアに駐在するＥＵ７ヶ国の大

使（フランス，オランダ，ベルギー，オーストリ

ア，デンマーク，フィンランドの大使及び英国の

臨時代理大使）は，欧州委員会が１月に公表した

ブルガリアの協力・検証メカニズム（ＣＶＭ）に

基づく報告書に関する共同声明を発表した。共同

声明では１月の司法制度改革改定戦略の採択で示

された政治的コンセンサスが強調され，本コンセ

ンサスが戦略の実現を保証する具体的法制度を導

くこと及び２０１５年夏までにブルガリアが大き

な進展を達成することへの期待が表明された。

◆ドイツのブルガリア移民は最大移民グルー

プの一つ

２０日の報道によると，ブルガリア人はドイツ

における最大の移民グループの一つである。統計

によると，ドイツの移民の多くは欧州諸国出身で

あり，最も多いのがルーマニア（９８，０００人），

次にポーランド（９６，０００人），ブルガリア（３

８，０００人）となっている。また，英国の統計

によると，英国で働くブルガリア人及びルーマニ

ア人は，１年間で１５％増加した。

◆ソフィア市裁判所長の辞任

２４日，ヴラディミラ・ヤネヴァ・ソフィア市

裁判所長が辞任した。高等司法評議会（ＳＪＣ）

は１９日，全会一致でヤネヴァ氏のソフィア市裁

判所長としての職務を停止していた。同氏の職務

停止を提案したのはツァツァロフ検事総長であり，

同氏に対する裁判前手続きの開始を理由としてい

る。問題となった裁判前手続きは「ミミズ作戦」

と名付けられた特別捜査スキャンダルに関するも

のである。「ミミズ作戦」スキャンダルは，国民議

会治安委員会のアタナソフ委員長が，オレシャル

スキ前政権への抗議行動の参加者に対する盗聴が

２０１３－２０１４年に行われていたと発言した

ことをきっかけに明らかになった。

◆組織犯罪対策局が国家保安庁から内務省へ

再移管

２４日，新内務省法が発効し，組織犯罪対策局

（ＣＤＣＯＣ）が国家保安庁から以前の管轄であ

った内務省に再移管された。また，同日，ヴチコ

フ内相は，イヴァイロ・スピリドノフ警察副長官

をＣＤＣＯＣ局長に任命したと発表した。スピリ

ドノフ新局長の任期は１年であり，本組織改編に

伴う一時的任命となる。また，本組織改編により

ＣＤＣＯＣの５４３名の職員が国家保安庁から内

務省に移籍した。



２．外政

◆プレヴネリエフ大統領：マケドニア，アル

バニア，コソボ，ボスニア・ヘルツェゴビナ

大統領との会談

１日，プレヴネリエフ大統領は，同日に行われ

たジェレフ元大統領の葬儀に参列したマケドニア

のイヴァノフ大統領，アルバニアのニシャニ大統
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領，コソボのヤヒヤーガ大統領，ボスニア・ヘル

ツェゴビナのイヴァニッチ大統領評議会議長とそ

れぞれ会談を行った。

マケドニアのイヴァノフ大統領は，ブルガリア

の確固たる支持に対して謝意を表明した。これに

対し，プレヴネリエフ大統領は，ブルガリアはマ

ケドニアの欧州大西洋への統合に向けた努力を支

持する，今こそ言葉と行動に戻り，両国が真実の

友人であるという明確なサインをバルカン諸国及

び欧州に与える善隣協定に署名する時である，と

述べた。

プレヴネリエフ大統領は，ボスニア・ヘルツェ

ゴビナのイヴァニッチ大統領評議会議長との会談

において，ブルガリアは西バルカン諸国の欧州へ

の道のりを引き続き支援すると述べるとともに，

国際的な支援の下での改革の必要性を強調した。

アルバニアのニシャニ大統領との会談では，両

大統領は，西バルカン諸国の欧州への展望に他の

選択肢はなく，ＥＵは西バルカン諸国の完全な加

盟に向けての努力を支援すべきであるとの考えで

一致した。

コソボのヤヒヤーガ大統領との会談では，コソ

ボは安定化，ＥＵ加盟及びＥＵ法制導入の過程に

おけるブルガリアの経験に習い，両国は政治的対

話や商業的，経済的及び文化的関係の発展に向け

て引き続き協働するとされた。

◆プレヴネリエフ大統領：ミュンヘン安全保

障会議出席

７日，プレヴネリエフ大統領は，第５１回ミュ

ンヘン安全保障会議に出席した。同大統領は，大

統領間の討論において，欧州の安全保障環境は２

０１４年に劇的に変化した，我々は，「冷たい平和」

とも言うべき新たな局面にいる，と述べた。同討

論にはウクライナ，リトアニア，フィンランドの

大統領が参加した。同大統領は，平和であるのは

誰も戦争を望まず冷戦時代に戻りたくないからで

ある，この平和は残念ながら冷たい，なぜならこ

の平和は，政治が世界の覇権国の間で分割されて

いた冷戦時やそれ以前の時代に典型的であった手

段や過去のものとなった方式を用いたものであり，

国境を引き直すための軍隊の使用及び予期しない

宣伝戦争に関与したからである，と述べた。

また，同大統領は，ウクライナ危機から生じた

冷戦後における欧州安全保障モデルに対する３つ

の主要な挑戦として，２０１４年初頭以降のウ

クライナ危機，ロシア政府・社会・経済のグロ

ーバル化及び統合プロセスへの不適応，ロシア

による欧州モデル及び欧州的価値観への抵抗を挙

げた。



◆プレヴネリエフ大統領とバイデン米副大統

領との会談

７日，プレヴネリエフ大統領は，ミュンヘン安

全保障会議に際し，バイデン米副大統領と会談し

た。米国はブルガリアを改革の道のりに沿って引

き続き強固に支援するとともに，南東欧地域全体

における安定ファクターとしても支援するとした。

ブルガリアが近代化に向けた野心的な改革及び法

の優位原則の遵守の実行を計画していることにつ

いて，バイデン副大統領はこれを歓迎した。バイ

デン副大統領は，ブルガリアは地域全体の変化の

ためのファクターとなることができる，と述べた。

両者は，ウクライナ東部情勢，エネルギー安全

保障，ブルガリアにおける改革の進捗について意

見交換した。また，両者は，ウクライナ東部にお

ける危機は南東欧地域を不安定化させる潜在的可

能性があるとの見解で一致し，対話及び統合プロ

セス促進のためバルカン諸国の関係深化が必要と

されるとした。エネルギー多角化及びブルガリア

－ギリシャ間のガス相互連結管の建設がブルガリ

アのエネルギー面における独立にとって重要であ

ることが強調された。また，両者は，ＮＡＴＯウ

ェールズ首脳会合での決定の実行プロセス及びブ

ルガリア軍の近代化の必要性についても議論した。

◆ミトフ外相：ＥＵ外務理事会出席

９日，ミトフ外相はブリュッセルで行われたＥ

Ｕ外務理事会に出席した。ミトフ外相は記者団に

対し，ブルガリアにおけるＮＡＴＯ指揮命令部隊
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の開設について，いくつかの政党が過剰反応を起

こしていることに関し，ブルガリアは戦争を行う

つもりはないし，その準備もしていない，と述べ

た。

◆ボリソフ首相：欧州理事会出席

１２日，ボリソフ首相はブリュッセルで行われ

た欧州理事会に出席した。また，同首相はフラン

スのオランド大統領と会談し，ウクライナ東部で

の停戦に関するミンスク合意及び紛争の平和的解

決の模索について議論した。

また，ボリソフ首相は同理事会の出席前にスタ

ニシェフ欧州社会党（ＰＥＳ）党首（欧州議員，

元ブルガリア首相）と会談し，ブルガリアのシェ

ンゲン加入に関する議題を欧州人民党（ＥＰＰ）

及びＰＥＳの首脳陣に提起することにつき意見が

一致した。

◆クリムキン・ウクライナ外相のブルガリア

訪問

１６日，クリムキン・ウクライナ外相がブルガ

リアを公式訪問し，ミトフ外相，ボリソフ首相及

びツァチェヴァ国民議会議長とそれぞれ会談を行

った。

１６日，クリムキン外相はミトフ外相との会談

において，ウクライナでブルガリア系住民が大量

に兵力動員されているとの情報に関し，民族的に

偏った動員は行われていないとしてこれを否定し

た。同外相は，約２０万人以上のブルガリア系住

民のうち最近の動員で召集されたのは２０人に過

ぎないと説明した。クリムキン外相は，ウクライ

ナの主権と領土の一体性に関するブルガリアの揺

るぎない支持に謝意を表明した。ミトフ外相は，

ウクライナ外相のブルガリア公式訪問は２００８

年以来であり，両国間の信頼と関係の発展を明確

に再確認するものであるとした上で，ウクライナ

はブルガリアの優先的な外交政策において重要な

位置を占めるが，その理由として，両国の地理的・

言語的・歴史的・文化的・宗教的な近接性だけで

なく，（過去の）ブルガリア人のウクライナへの大

規模な移住も挙げられると述べた。

１６日，ボリソフ首相とクリムキン外相との会

談が行われた。ボリソフ首相は，ブルガリアはウ

クライナの欧州統合プロセスを支援し，自らの経

験を共有することができると述べた。また，両者

は，ミンスク停戦合意について，ウクライナ東部

の紛争の平和的解決のための具体的な機会を提供

するものであるとした。同会談では，ウクライナ

におけるブルガリア系住民への人道支援の供与及

び民族的にバランスの取れた兵力動員の遵守につ

いても話し合われた。両者は，二国間関係の促進

及び査証発給促進措置を含むウクライナにおける

ブルガリア系住民の支援のための協力と交流の方

策についても協議した。



◆プレヴネリエフ大統領及びミトフ外相：ル

ーマニア訪問

２０日，プレヴネリエフ大統領はルーマニアを

公式訪問した。プレヴネリエフ大統領は同国のヨ

ハニス大統領と会談し，シェンゲン加入問題，ガ

ス相互接続管，二国間協力，汚職対策，ＮＡＴＯ

の枠組みにおける集団防衛について議論を行った。

また，プレヴネリエフ大統領は同国のポンタ首相

等とも会談した。

１９日及び２０日，ミトフ外相もルーマニアを

実務訪問し，同国のアウレスク外相と会談した。

会談では，二国間関係，地域協力，ＥＵ内協力，

国際情勢等が議論された。



◆ミトフ外相：南東欧協力プロセス非公式外

相会合出席

２４日，ミトフ外相はティラナで開催された南

東欧協力プロセス（ＳＥＥＣＰ）の非公式外相会

合に出席した。アルバニアは現議長国であり，２

０１５年７月からはブルガリアが議長国を務める。

ミトフ外相は，議長国時の主要な優先事項として，

輸送，エネルギー，インフラ，報道及び表現の自

由，難民流入問題を挙げた。



◆プレヴネリエフ大統領とユンカー欧州委員
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会委員長との会談

２６日，プレヴネリエフ大統領はブリュッセル

を訪問し，ユンカー欧州委員会委員長と会談した。

ユンカー欧州委員会委員長は，プレヴネリエフ

大統領との会談後の共同記者会見において，２０

１９年までにブルガリアに対する協力・検証メカ

ニズム（ＣＶＭ）を撤廃するとの欧州委員会の意

向を改めて強調した。プレヴネリエフ大統領は，

我々はシェンゲン加入問題にうまく対処している，

ブルガリアはＣＶＭに対する明確な行動計画を有

しており，２０１５年末までに大きく進展する自

信がある，と述べた。

ユンカー欧州委員長は，２５日のブルガリアに

対するマクロ経済不均衡是正手続（ＭＩＰ）の段

階引き上げに関する欧州委員会の決定について問

われ，十分な経済成長が不足していることによる

引き上げであるが，ブルガリアはＥＵ加盟国中最

も政府債務の少ない国の一つであり，本決定は惨

事ではない，と述べた。

ユンカー欧州委員長は，ＥＵが必要とする天然

ガスハブ施設のブルガリアへの設置可能性につき

問われたのに対し，これは技術的事項であると述

べつつ，欧州委員会はブルガリアの相互接続管建

設を支援できるだろうと述べた。プレヴネリエフ

大統領は，２５日に発表された欧州エネルギー同

盟戦略を賞賛し，本戦略が南東欧を対象としてお

り，各国が最低３つの独立したエネルギー源を獲

得することを推進するものであることへの満足の

意を表明した。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

経 済

１．マクロ経済

◆１１月までの対ＥＵ輸出は前年同期比２．

１％増（暫定値）

９日発表の国家統計局の暫定データによると，

２０１４年１月から１１月までの対ＥＵ輸出

は２４９億レヴァで前年同期比２．１％増とな

った。主な輸出相手国はドイツ，イタリア，ル

ーマニア，ギリシャ，フランス，ベルギーで，

これらの国で対ＥＵ輸出の７１％を占める。ま

た，２０１４年１１月の対ＥＵ輸出は２４億レ

ヴァで前年同期比０．４％減となった。

一方，同期間における対ＥＵ輸入は，２８６

億レヴァで前年同期比３．５％増だった。主な

輸入相手国はドイツ，イタリア，ルーマニア，

ギリシャ，スペインだった。また，２０１４年

１１月の対ＥＵ輸入は２８億レヴァで前年同

期比５．７％増だった。

同期間における対ＥＵ貿易収支は３７．６億

レヴァの赤字だった。

◆２０１４年の対非ＥＵ輸出は前年比６．

６％減少（暫定値）

９日発表の国家統計局の暫定データによると，

２０１４年の対非ＥＵ輸出は総額１６３億レ

ヴァで前年比６．６％減となった。主な輸出相

手国はトルコ，シンガポール，中国，ロシア，

セルビア，マケドニアであり，これらの国で対

非ＥＵ輸出の５３％を占める。また，２０１４

年１２月の対非ＥＵ輸出は１４億レヴァで前

年同期比０．８％減となった。

一方，２０１４年の対非ＥＵ輸入は１９７億

レヴァで前年比３．２％減となった。主な輸入

相手国はロシア，トルコ，中国，ウクライナで

ある。また，２０１４年１２月の対非ＥＵ輸入

は１６億レヴァで前年同期比６．７％増となっ

た。

２０１４年の対非ＥＵ貿易収支は３４億レヴ

ァの赤字となった。また，２０１４年１２月の

対非ＥＵ貿易収支は２．４億レヴァの赤字だっ
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た。

◆２０１４年第４四半期のＧＤＰ成長率は

１．２％（暫定値）

１３日発表の国家統計局の暫定データによる

と，季節調整後の２０１４年第４四半期のＧＤ

Ｐ成長率は前年同期比で１．２％，前期比０．

３％となった。また，２０１４年第４四半期の

名目ＧＤＰは暫定値で２２５．６億レヴァとな

った。

◆１月のインフレ率は前月比マイナス０．

４％

１３日の国家統計局の発表によると，１月の

インフレ率は前月比マイナス０．４％となった。

前年同月比ではマイナス１．０％だった。１月

は食料品及び非アルコール飲料が０．８％，文

化娯楽が０．８％，レストラン及びホテルが０．

５％値上がりした一方，衣料品及び靴製品が２．

９％値下がりした。なお，過去１２ヶ月間（２

０１４年２月－２０１５年１月）の平均インフ

レ率はマイナス１．３％だった。



◆２０１４年の外国直接投資は１１．８億

ユーロで前年比７．３％の減少

１６日発表のブルガリア中央銀行の統計によ

ると，２０１４年の外国直接投資は１１．８億

ユーロとなり，前年比で９，３５０万ユーロ又

は７．３％の減少となった。直接投資の多くは

不動産及びサービス分野に対するものであり，

投資額は４．８億ユーロだった。２０１４年に

おける最大の投資元はオランダ（７．５億ユー

ロ），次いでオーストリア（３億ユーロ），英国

（１．８億ユーロ）だった。なお，２０１４年

における国際収支は１９．１億ユーロ，貿易収

支はマイナス２９億ユーロ（対ＧＤＰ比６．

９％）だった。



◆２０１４年のドイツの対ブルガリア投資

は３．４億ユーロ減少

１７日，ヴァシレフ・ドイツ－ブルガリア商

工会議所会頭は，ブルガリア中央銀行の統計に

よると，２０１４年の１年間におけるドイツの

対ブルガリア投資は３．４億ユーロ減少した，

と発表した。ヴァシレフ会頭によると，投資減

少の理由はドイツ企業のブルガリア市場撤退

ではなく，親会社の融資償還による資金移転で

ある。同会頭は，Ｅ．ＯＮ，ＷＡＺといったド

イツの主要投資家がブルガリアから撤退以降，

他のドイツ企業が撤退した例を知らない，と述

べた。

一方，同会頭は，２０１４年の両国間の貿易

額は記録的高水準となる見込みである，と述べ

た。２０１３年の両国の貿易額は５３．３億ユ

ーロであるのに対し，２０１４年は１月から１

１月までの期間で既に約５４億ユーロに達し

ている。



◆ブルガリアに対するマクロ経済不均衡是

正手続の引き上げ

２５日，欧州委員会はブルガリアに対するマ

クロ経済不均衡是正手続（ＭＩＰ）をステージ

５に引き上げることを決定した。ＭＩＰは弊害

を生じるマクロ経済不均衡を防止又は是正す

るための監視メカニズムであり，ＥＵ２８ヶ国

中１６ヶ国が監視対象とされている。

モスコビッシ経済・財政担当欧州委員による

と，ブルガリアは過度のマクロ経済不均衡とな

っており，確固たる政策や特別な監視が必要と

される。特に，２０１４年の金融分野における

問題は，銀行実務の他，金融及びマクロ経済安

定に対する懸念を抱かせることとなった。さら

に，貿易赤字，企業への過剰融資，労働市場調

整力の弱さもマクロ経済を危険にさらしてい

る。なお，ブルガリアの他，フランスとドイツ

に対しても同手続の引き上げが行われ，それぞ

れステージ５，ステージ３とされた。



◆２月末時点の財政赤字は過去５年間で最

低水準
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２７日発表の財務省の暫定データによると，

２月末時点の財政赤字は１．３億レヴァであり，

年初２ヶ月の赤字額としては過去５年間で最

も低い水準となった。なお，前年同時点での赤

字額は６．９億レヴァだった。財政収支改善の

主な要因は，歳入増加の一方で歳出が前年並み

に抑えられていることである。２月末時点の歳

入は前年同期比１３％増の４７．５億レヴァ，

一方で歳出は４８．８億レヴァだった。



２．経済政策，産業

（１）ＥＵ関連

◆ＥＵ基金「グッド・ガバナンス」次期実

施プログラムの承認

１９日，欧州委員会は次期２０１４－２０２

０年期間におけるブルガリアの「グッド・ガバ

ナンス」実施プログラム（ＯＰＧＧ）を承認し

たと発表した。同プログラムは総額３．４億ユ

ーロ（うちＥＵ拠出分は２．９億ユーロ）であ

り，行政の近代化及び司法の透明性改善を支援

する。

◆欧州委員会によるＥＵ基金「地域開発」

実施プログラムの支払再開通知

２３日，欧州委員会はプレス・リリースにおい

て，２００７－２０１３年期間の「地域開発」実

施プログラム（ＯＰ）の支払再開をブルガリアに

通知したと発表した。２０１４年４月の欧州委員

会の監査によりＥＵ基金の管理体制の脆弱性が

指摘されたことを受け，同プログラムのブルガリ

アへの支払いは同年６月に停止されていた。欧州

委員会は５，２００万ユーロ以上となる初回の支

払いを即時実施する予定である。また，２月に受

領した９，２００万ユーロ以上の支払請求は３月

中に行われる予定である。

（２）エネルギー関連

◆中・南東欧地域のガス接続に関するハイ

レベル・グループ会合の開催

９日，ボリソフ首相の発案により，ソフィアに

おいて「中・南東欧地域のガス接続に関するハイ

レベル・グループ会合」が開催された。同会合に

は，シェフチョヴィチ欧州委員会エネルギー連合

担当副委員長，カニェテ気候変動・エネルギー担

当欧州委員及び中・南東欧諸国の代表が参加した。

ブルガリア側からは，ボリソフ首相の他，ドンチ

ェフＥＵ基金・経済政策担当副首相，ペトコヴ

ァ・エネルギー大臣及びパヴロフ・エネルギー省

次官が出席した。

本会合は，政治レベルの会合及び専門家レベル

の会合という２つの下部会合を有し，中・東欧諸

国の天然ガス・ネットワークの接続，長期的なガ

ス供給源の多様化及びガス供給の安全保障とい

う視点から議論を行うものである。参加者は，中

欧への天然ガスの３つの供給路の確保が主たる

到達点であるという点につき一致した。そのため

に，まずは地域におけるガスの需要と供給を見直

す必要があるとし，今後，共通の関心が持たれて

いる全てのプロジェクト及びユンカー・プランか

らの助成金獲得の可能性につき議論を行う見通

しとなった。ブルガリア，ギリシャ及びルーマニ

アは，３カ国を繋ぐ天然ガスパイプラインの建設

を担当する下部グループの設置につき合意した。

シェフチョヴィチ副委員長は，ＥＵ諸国は相互

の接続性向上のため協働が可能であることを示

す必要があるとした。カニェテ委員は，中・南東

欧諸国のエネルギーの独立は，南回廊天然ガスパ

イプラインの整備及び同パイプラインの欧州と

の接続，また，黒海におけるエネルギー開発及び

液化ガス・ターミナルの拡張が鍵となると述べた。

ボリソフ首相は，第２次ボリソフ政権がとりわ

け重点を置いている政策は，ギリシャ，ルーマニ

ア，トルコ及びセルビアとの天然ガス相互接続管

の建設と黒海におけるガス開発であると述べた。

また，ブルガリアは，地理的観点から，南東欧及

びＥＵ諸国にガスを供給するハブとなる可能性

も有していると述べた。

◆エネルギー改正法案の可決

２６日，国民議会においてエネルギー法改正案
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が可決された。主な改正点は次のとおり。

新規に稼働する（１．５ＭＷを超える）再生可

能エネルギー施設から生産される電力に対して

は優先買取価格は適用されない。但し，屋根に取

り付けるソーラー・パネル（３０ＫＷ以下の発電

量の施設）及び家畜の糞を原料とする電力につい

ては対象外（優先買取価格を適用）とする。

高効率コジェネレーションを行っていない工場

及び熱力供給事業体からの電力買取量を削減す

る。

消費者が前年比５割増の電力消費を行ったとの

測定結果が出た場合，最終電力供給者は消費者に

対し，直近６ヶ月間の毎月の電力量の測定結果を

通知する。

エネルギー相，財務相及び経済相は，再生可能

エネルギーのコストに対する手数料（賦課金）の

削減に関する指令を発令する。

国家エネルギー・水規制委員会の名称をエネル

ギー・水規制委員会に変更する。同委員会の委員

長は国民議会が任命する。また，委員の数は７名

から９名に増員される。

公共財務監査庁が，優先買取価格を含む規制価

格により電力を販売するエネルギー事業体の最

終的な管理を行う。

（３）その他

◆非ＥＵ国民等の農地所有に対する罰金の

導入

１１日，国民議会は農地所有・使用法改正案

を可決した。同改正案によると，非ＥＵ国民が

株式等を通じて直接的又は間接的に保有する

農地やオフショア地域に登録された企業が保

有する農地について，１ヘクタール当たり１，

０００レヴァの罰金が科されることになる。同

罰則は今年５月１日から適用される予定。なお，

法律施行後３ヶ月後も農地所有の違反が続く

場合，罰金は３倍に引き上げられ，以後，同様

に違反が続く場合はさらに同様の罰金が科せ

られる。非ＥＵ国民及びオフショア企業による

農地購入禁止は昨年導入されたが，これまで罰

則は科されていなかった。

１６日，ブルガリア証券取引所のイヴァン・

タケフ所長及びブルガリア産業資本協会のド

ブリン・イヴァノフ会長は，他のビジネス界幹

部と共に記者会見を行い，同改正に反対すると

ともに，公的企業に対する同罰則の適用除外を

求めた。



10

ブルガリア内政・外交の動き(２月)

  在ブルガリア大使館

１（日） ●ジェレフ元大統領の葬儀（於：アレクサンドル・ネフスキー寺院）

★プレヴネリエフ大統領：マケドニア、アルバニア、コソボ、ボスニア・ヘルツェゴビナ大

統領との会談

２（月）

３（火）

４（水）

５（木） ☆ネンチェフ国防相：ＮＡＴＯ国防相会合出席（於：ブリュッセル）（ブルガリアを含む６ヶ

国に指揮命令部隊の設置決定）

６（金）

７（土） ☆プレヴネリエフ大統領：第５１回ミュンヘン安全保障会議出席（於：ミュンヘン）

☆プレヴネリエフ大統領：バイデン米副大統領との会談（於：ミュンヘン）

８（日）

９（月） ★中・南東欧地域のガス接続に関するハイレベル・グループ会合（於：ソフィア）

☆ミトフ外相：ＥＵ外務理事会出席

10（火）

11（水）

12（木） ☆ボリソフ首相：欧州理事会出席

13（金）

14（土）

15（日）

16（月） ★クリムキン・ウクライナ外相：ブルガリア訪問

17（火）

18（水）

19（木） ☆ミトフ外相：ルーマニア訪問（～２０日）

20（金） ☆プレヴネリエフ大統領：ルーマニア訪問

21（土）

22（日）

23（月） ●プレヴネリエフ大統領による議会政党との協議月間

●欧州委員会によるＥＵ基金「地域開発」実施プログラムの支払再開通知

24（火） ●ヤネヴァ・ソフィア市裁判所長の辞任

☆ミトフ外相：南東欧協力プロセス非公式外相会合出席（於：ティラナ）

25（水） ●最大８０億ユーロの国債発行に関する契約の承認

26（木） ●エネルギー改正法案の可決

☆プレヴネリエフ大統領：ユンカー欧州委員会委員長との会談（於：ブリュッセル）

27（金）

28（土）
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ブルガリア経済指標の推移 （出典：国家統計局，中央銀行）
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行）

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2014 Q1 Q2 Q3 Q4

GDP成長率 (％) 6.2 -5.0 0.7 2.0 0.5 1.1 1.7 1.1 2.1 1.9 1.6

GDP per Capita (BGN) 9,090 9,007 9,544 10,673 10,957 11,043 11,360 - - -

＜財政収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2014Q1 Q2 Q3

財政収支 （million BGN) 1,156.7 -2,960.6 -2,328.0 -1,589.7 -405.1 -989.1 - -404.5 220.4 29.7

財政収支GDP比 (％ of GDP) 1.7 -4.2 -3.2 -2.0 -0.5 -1.2 - -0.5 0.3 0.0

<失業者数及び失業率＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Jan

失業者数 （千人） 232 338 342 342 376 386 351 364

失業率 （％） 6.3 9.1 9.2 10.4 11.4 11.8 10.7 11.1

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 Jan Feb

消費者物価上昇率 （％） 7.8 0.6 4.5 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 0.2

月額平均賃金 (BGN) 545     609     648     686 731 775 828 - -

＜対外債務＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2014 Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov Dec

政府部門対外債務 (million EURO) 3,935.9 4,208.3 4,326.9 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,560.4 4,100.7 4,087.8 4,080.0 4,036.8 3,986.4 4,011.7 5,284.1 5,317.7 5,360.8 5,460.2 5,596.6 6560.4

民間部門対外債務 (million EURO) 33,310.6 33,608.2 32,699.4 32,089.8 33,134.6 32,862.0 32,997.8 32,892.2 32,670.5 32,723.3 32,838.7 32,974.8 33,176.0 33,082.4 33,124.8 33,125.9 33,190.5 32,800.9 32,997.8

＜対内直接投資と貿易収支＞

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2014 Jan Feb Mar Apr May June July Aug Sep Oct Nov Dec

対内直接投資 (million EURO) 6,727.8 2,436.9 1,151.2 1,330.2 1,141.7 1,275.1 1,181.6 90.0 263.2 508.9 539.8 539.1 561.1 640.0 915.2 587.6 807.6 1,062.0 1,181.6

貿易収支（FOB） (million EURO) -8,597.7 -4,173.9 -2,763.7 -2,156.1 -3,460.3 -2,430.0 -2,902.4 -354.2 -562.9 -861.8 -1,206.0 -1,437.7 -1,582.0 -1,668.2 -1,827.2 -2,108.7 -2,325.5 -2,510.6 -2902.4

輸出（FOB） (million EURO) 15,204.0 11,699.2 15,561.2 20,264.3 20,770.2 22,271.4 22,106.3 1,582.6 3,234.3 4,868.0 6,631.1 8,421.2 10,310.8 12,362.9 14,309.1 16,315.8 18,382.0 20,350.7 22106.3

輸入（FOB） (million EURO) 23,801.7 15,873.1 18,324.8 22,420.4 24,230.4 24,701.4 25,008.7 1,936.8 3,797.1 5,729.8 7,837.1 9,858.9 11,892.8 14,031.1 16,136.3 18,424.5 20,707.5 22,861.2 25008.7


